
府中市　障害者計画・障害福祉計画（第４期）

Ⅰ　事業の進捗状況

番号 18 ページ 82 担当部署
事業名 その他の福祉啓発

事業内容

年度

Plan（計画）

Ｄｏ（実行）

Check（評価）※

Act（改善）

備考

① 教育相談の充実
番号 21 ページ 83 担当部署

事業名 特別支援相談

事業内容

年度

Plan（計画）

Ｄｏ（実行）

Check（評価）※

Act（改善）

備考

障害者計画（平成２７年度～３２年度）　進行管理一覧表（抜粋）
※Check（評価）は、次の３段階で行う。○：計画（目標）通り実施できた、△：計画（目標）を一部実施できた、×：未実施

地域福祉推進課、障害者福祉課

・ 関係団体活動の交流の「場」の確保や、障害のある人と市民が交流を深めるため、府中市社会福祉協議会を始めとする各種団体のイベントを支援します。
・ 障害や障害のある人に対する理解を深めるため、市民が参加できる研修会等を実施します。

27年度 28年度 29年度

①「福祉まつり」等、各種団体のイベントの実施及び
支援
②精神保健福祉啓発活動事業の実施

同左

①福祉まつり
（あったか府中ささえあいまつり）

10月17日～18日（2日間）
会場　府中公園
当日の参加者数　延23,000人
参加団体数　78団体
依頼協力団体数　28団体
協賛企業　50企業
開催内容
　相談・展示・ＰＲブース
　模擬店と体験コーナー
　特設ステージとお遊びコーナー
　復興支援
　市民協働実感イベント

②メンタルヘルス講座
・日程：平成27年11月17日、平成28年1月28日
・来場者数：114人（２日間合計）

△

教育部指導室、障害者福祉課

・ 発達障害を含む障害のある児童・生徒のライフステージに応じた一人ひとりの特別な教育的ニーズを把握し、能力や可能性を最大限に伸ばすために、各
種相談に応じるとともに、教育的支援を行います。

27年度 28年度 29年度

①互いを知り合い交流を深める場として、引き続き
福祉まつりの開催支援を実施する。
②一般来場者のさらなる福祉啓発に努めるため開
催内容や広報活動を検討していく。

社会福祉協議会補助金事業

府中市就学支援協議会全体会　  年間1回
府中市就学支援協議会　           年間5回
入級検討会（小学校･情緒）　       年間3回
　　〃　　（小学校･難言）　           年間3回
　　〃　　（中学校･情緒）　           年間3回
転学相談　随時

同左

就学相談件数：１８２件（小１３４件　中４８件）
入級相談：７６件（小７０件　中６件）
転学相談：３４件（小２８件　中６件）

○

就学相談件数が増加傾向にあるため、相談の在り
方について検討

資料２

※〇・・・計画事業内容のとおり実施　△・・・計画事業内容の一部を実施　×・・・未実施　　△、×はその理由も記載する。
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番号 22 ページ 83 担当部署
事業名 障害への理解啓発活動

事業内容

年度

Plan（計画）

Ｄｏ（実行）

Check（評価）※

Act（改善）

備考

② 学校教育の充実
番号 23 ページ 83 担当部署

事業名 特別支援教育の充実

事業内容

年度

Plan（計画）

Ｄｏ（実行）

Check（評価）※

Act（改善）

備考

教育部指導室、障害者福祉課

・ 教職員への意識啓発研修を充実するなど、教育現場における障害に対する理解と意識の向上を図ります。

27年度 28年度 29年度

①特別支援巡回チームの派遣
②特別支援教育研修会の実施
③社会福祉体験研修の実施
④定例校長会、副校長会でのショート研修の実施と
特別支援教育の理解を図る通信の発行

同左

①派遣回数：小１３９回　中２６回
   相談件数：小５６９件　中９５件
②開催回数・参加人数：６回１９３人
③開催回数・参加人数：３回７７人
④ショート研修を11回実施、通信を４号発行

○

教育委員会便りを活用し、保護者への理解啓発を
図る

教育部指導室、障害者福祉課

・ 保護者や関係機関との連携を図りながら、障害のある児童・生徒に対する特別支援教育を充実させます。

27年度 28年度 29年度

①特別支援教育コーディネーター連絡会の開催
②特別支援教育研修会の開催
③府中エリアネットワークへの参加

同左

①開催回数：２回
②開催回数・参加人数：６回１９３人
③エリアネットワーク拠点校との連携：随時

○

エリアネットワーク拠点校である都立けやきの森学
園との連携を強化する。

※〇・・・計画事業内容のとおり実施　△・・・計画事業内容の一部を実施　×・・・未実施　　△、×はその理由も記載する。
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番号 24 ページ 83 担当部署
事業名 障害の理解

事業内容

年度

Plan（計画）

Ｄｏ（実行）

Check（評価）※

Act（改善）

備考

番号 25 ページ 83 担当部署
事業名

事業内容

年度

Plan（計画）

Ｄｏ（実行）

Check（評価）※

Act（改善）

備考

教育部指導室、障害者福祉課

・ すべての児童・生徒が、特別支援学級の児童・生徒との交流やボランティア活動、社会体験活動や副籍制度などを通して、障害に対する理解を深めます。

27年度 28年度 29年度

①副籍交流の実施
②共同・交流の実施

同左

①実施率（児童・生徒数）：98名
②全ての特別支援学級（固定）設置校で実施、ま
た、十小、七小、武蔵台小、白糸台小、二中、七中
で都立特別支援学校との交流を実施

○

副籍、共同・交流の実施をとおした意義の理解につ
いて教職員への啓発を一層進める。

教育部指導室、障害者福祉課
通学時等の支援の検討【新規】

・ 障害のある児童・生徒が学校等へ通う際の通学支援、通常の学級に通う生徒の授業中の対応等について検討します。

27年度 28年度 29年度

①障害のある児童・生徒への人的・物的側面から
の合理的配慮の在り方を検討。
②介護者自身の障害や疾病、家庭内に複数の障
害者がいる等の事情により介護者の付添いが困難
な場合には、個々の状況に応じて移動支援事業の
支給をしている。（№83重複）

同左

①歩行等に困難のある児童・生徒への介助を行う
人的配慮を実施した。
②該当者に対し、給付した。
　支給人数：7人

○

引き続き、相談があった場合には個別に対応してい
く。

移動支援事業は、原則的には通学時は対象となら
ない。

※〇・・・計画事業内容のとおり実施　△・・・計画事業内容の一部を実施　×・・・未実施　　△、×はその理由も記載する。
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① 一般就労への支援
番号 28 ページ 84 担当部署

事業名 特別支援学校・ハローワークなどとの連携

事業内容

年度

Plan（計画）

Ｄｏ（実行）

Check（評価）※

Act（改善）

備考

① 避難行動要支援者支援
番号 87 ページ 94 担当部署

事業名 避難行動要支援者支援体制の整備

事業内容

年度

Plan（計画）

Ｄｏ（実行）

Check（評価）※

Act（改善）

備考

教育部指導室、障害者福祉課

・ 就労支援事業所等と特別支援学校・ハローワーク等が連携し、一般企業や公的機関などに対して雇用を要請するなど、障害のある人の雇用促進を図りま
す。

27年度 28年度 29年度

①関係機関連絡会の実施
②障害者雇用連絡会議への参加
③特別支援学校開催の就労に係る公開講座開催
の周知

同左

①み～なにてハローワーク、特別支援学校及び他
市の就労支援センターと定期的な連絡会を行い、
情報の共有などに努めた。その結果、ハローワーク
からの支援依頼や特別支援学校からの引継ぎなど
はスムーズに行えた。
・就労支援事業連絡会 年4回開催
  市内就労移行支援事業所等が参加。
・支援センター連絡会　年6回実施
・定期連絡会　年12回実施
②障害者雇用連絡会議　年1回参加
　ハローワーク府中主催。圏域内の関係機関が参
加。
③随時周知

○

高齢者支援課、介護保険課、防災危機管理課、障害者福祉課

・ 一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯、障害のある人等、災害時に支援の必要な方を把握するため、名簿を作成し、災害時に必要に応じて活用できるよう
に整備します。
・ 平常時から避難行動要支援者と接している地域住民、関係者や医療機関と連携を図りながら、地域での支援ネットワークを構築し、情報伝達、具体的支援
も含めて避難行動要支援者の支援体制を構築します。
・ 発災時における事業活動の継続と被害の最小化を図るため、事業所の事業継続計画（BCP）策定を支援します。

27年度 28年度 29年度

取り組みに対する一定の効果が出ているものと考
えられる。各関係機関と情報共有することで、障害
者雇用に関するニーズを把握し、雇用に繋ぐ件数
が増えた。

①災害時要援護者支援事業の実施
②市立施設のBCPを策定
③従前からの介護保険サービス提供事業所に対す
る集団指導等での事業継続計画の説明や策定の
推進を継続し、運営推進会議等において、策定状
況の確認を図る。

同左

①名簿登録者数：8,884名
　救急医療情報キット希望者数：12,297名
②高齢者支援課所管の市立施設４施設中３施設
BCPを策定し、未策定の１施設に対して策定を促し
た。
③運営推進会議等への出席を要する事業所数　15
事業所

○

①次期基幹システムによる効率化を図った。今後も
地域防災計画の見直しを踏まえて、名簿の更新、
新規対象者への意向確認等、事業を継続実施して
いく。
②BCPについても策定を促すとともに、必要に応じ
て見直しを協議していく。
③運営推進会議を開催する事業所が限られている
ことから、一部の事業所の策定状況の確認にとど
まったため、さらに多くの事業所の確認に努める。

※〇・・・計画事業内容のとおり実施　△・・・計画事業内容の一部を実施　×・・・未実施　　△、×はその理由も記載する。
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